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原輝史著『フランス戦間期経済史研究』
　　　　　（日本経済評論社，1999年）
矢　後　和　彦
　本書は，わが国のフランス経済史研究をリードしてこられた原輝史氏の手になる，三
冊目の著作である。本書の特徴は，以前におおやけにされた二著作を「総論的研究」と
すれば，「実証に主眼を置いた各論的研究」（ii頁）といえる。この「各論」でとりあげ
られる論点は，強制カルテル法案から科学的管理法へ，さらには戦時経済から生産性使
節団へと多岐にわたっており，筆者の研究のひろがりがうかがえる。と同時に，本書に
は骨太な問題意識　　「フランス資本ヨ三義を貫徹する合理化と組織化」（1、、頁）への関
心一がつらぬかれている。以下では，本書のもつ各論としての「幅」と，それらをつ
らぬく論理的な「筋」とのふたつの視点から，本書への論評をこころみてみよう。
　第1章「戦間期フランスにおける経済組織化構想一マルシャンドゥ法案（1935年）
をめぐって一」は，1935年に国民議会で採択されながら，その後上院で廃案となった
強制カルテル法案をあつかっている冒最終的に廃案になったとはいえ，この法案をめぐ
る議論からはいくつかの重要な論点が浮上した。原氏は，三つの主要な論点をとりあ
げ，以下のように結論づけている。ωフランス革命の伝統を継受する刑法第419条の原
理とマルシャンドゥ法案との関係をみると，1926年の刑法改正により「合法的利益」を
目的とする協定は合法化されており，刑法419条の原理とこの法案は背反していない，
12）当該法案は臨時法案であり，組織化の対象も希望する産業に隈られているので，国家
の強力な介入をいうコルポラティスムの主張とは異質である，（3〕法案は，資本の側に協
定締結の自由を保障した見かえりとして，協定を「補完」するものとして団体協約を位
置づけた一一b議会議事録や同時代の雑誌等の詳細な検証をふまえられたこれらの繕論
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は，しごく説得的である。
　間題は，この法案の歴史的性格である。原氏は，「当法は強制カルテルという客観的
外観を持っていたにもかかわらず，その政策意図は恐慌を克服し自由競争体制へと復帰
することにあった」と特徴づけたうえで，「最終的に法案が廃案となり現実に適用され
ることがなかった背景には，刑法419条に象徴されるような企業主の協定を禁止し，経
済的自由主義を保持しようとするフランス資本主義の伝統が存在する」（34頁）と論じ
ている。しかしながら，マルシャンドゥ法案が廃案になった背景には，原氏も的確に示
しているように，人民較線の成立を契機とする政治状況の変化があった。法案の原案に
は，たしかに強制カルテルとは異なる「自由」の契機をみることはできるが，法案が廃
案になったことについてまで「フランス資本主義の伝統」を持ち出されている点は，十
分に実証されているとはいえず，後段の論理とのかかわりでも疑問が残る。
　第2章「第四回科学的管理国際会議（1929年，パリ）」および第3章「戦間期フラン
ス企案における科学的管理法の導入と展開一ポン＝タ＝ムソン社の事例を中心
に一」は，フランスにおけるテイラー・システムの導入をあつかっている。フランス
の社会がどのようにテイラー・システムを受容したか，という問題は，これまでマクロ
の政策論や運動論のレベルであつかわれてきた。原氏は，これに対してミクロの実
証一「科学的管理国際会議」の準備と実施の過程，ポン＝タ＝ムソン社という一企業
における科学酌管理法の導入過程一を積み重ねる。これらの章は，本書のなかでもと
りわけ資料の操作が詳細におよんでいる。デイスクールの分析やブドー・システムをめ
ぐる組織内の批判の検討など，著者の幅ひろい視点からみえてくるのは，科学的管理法
の導入がすぐれて矛眉に満ちた学習過程であったことである。もうひとつ，第3章で
は，コンサルタントと企業の関係という，近年の経営史研究が注目している論点が盛ら
れていることも指摘しておこう。
　第4章「戦間期フランス靴産業の生産調整一ル・プーラン法（1936～39年）をめぐ
る論議と適用緒果一」は，I936年に成立した「靴の製造・小売業保護法」（ル・プー
ラン法）を対象として，国家の強制的な介入を呼びこんだ個別産業の生産調整を論じて
いる。この章は，第1章のマルシヤンドゥ法案と同型の立法措置が，靴産業というメ
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ゾ・レベルで実現した経緯をあつかっている。かつその靴産業は第2・3章でみたテイ
ラー・システム導入の機運からとりのこされた，職人的な性格を色濃くのこしていた。
本章は，このように本書前半部の展關にとって，「鏡」ないしは「影」の部分にあたる
領域をカバーしている。
　著者は，靴産業企業の実態，輸出入・価格の動向をふまえ，議会議事録および国民経
済審議会の史料に依拠してル・ブーラン法の適用結果を精力的に吟昧する竈その結論
は，強制的規制の外観のもとで，規制の実態は意外に柔軟であり，新技術の導入や労働
条件の改善には敵対的ではなかった，ということである。手堅い実証が成功している章
である。
　第5章「戦問期フランスにおける産業組織化と強制アンタントー国民経済審議会ア
ンケート（1939年）分析一」では，筆者はいまいちど研究史をふりかえり，戦問期フ
ランスの経済組織化について，欧米での諸研究は「ヴイシー政権下で全面化するコルポ
ラティスムに立脚した経済組織化の起源を，戦間期フランスに求め，その組織方式を占
領前後において連続面で把握しようとする」（ユ67頁）と特徴づける。これに対して原氏
は，当該期の組織化については，これら欧米の研究者がいう「白由経済と組織経済」と
の対抗ではなく，「フランス経済の親織化をめぐる二つの方式」一「民聞私企業のイ
ニシャチプによる自由主義的組織化方式」と「国家のイニシャチブによる強制的組織化
方式」（169頁）一こそが，主要な対抗軸だったと主張する。この主張に沿って，本章
では，研究史上，筆者がはじめて発見した国民経済審議会の1939年アンケートの構想・
実施過程を組上にのせる。その結論は以下のとおりである。（1）国民経済審議会のなかに
設置された「産業・技術組織間題検討委員会」は，当初「国家のイニシャチブによる強
制的組織化方式」に沿った答申案を模索していた，12〕ところが，委員会の緒論が採択さ
れる直前に「白由主義の立場からの銚判が爆発し」（ユ82頁），「職業組織化」「アンタン
ト」のふたつのテーマについてアンケートが実施されることになった，（3）さまざまな団
体からよせられたアンケートの回答からは，「国家の経済介入に対する反対が根強かっ
た」（203頁）ことが判明した。
　原氏の立論は明快であるが，ここには前章までの「筋」とはやや異なった結論がみち
びかれていないだろうか竈第一に，そもそも原氏が強調する「フランス資本主義の伝
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統」とは，第1章の結論にあるように「刑法第419条に象徴されるような企業主の協定
を禁止し，経済的自由主義を保持しようとする」（34頁）伝統であった。ところがここ
第5章では「国家の強制的介入を排除し，民間私企業の自由なイニシャチブのもとで経
済を組織化しようとする動きをも，本章では経済的自由主義と呼んでおきたい」（ユ69
頁）とされ，「経済的自由主義」の内容が拡張されている。第二に，本章でいう「経済
的自由主義」のいわば敵方とされる国民経済審議会の委員会は，国家が上から業界に課
す「強制アンタント」ではなく，自発的に形成された自由アンタントをアウトサイダー
に強制してゆく「全般アンタント」を提案しているのである。これは，さきにマルシャ
ンドゥ法案について原氏がみとめた，「自由」の契機を内包した提案ではないだろう
か。原氏は，フランス箪命を淵源とする経済的自由主義と，戦聞期の「自由主義的組織
化方式」との違続性を強調しているが，氏自身の手になる精綴な実証は，こうした結論
とやや異なる展開を要求しているようにおもわれる。
　第6章「被占領国の戦時経済と経済デイリジスム」は，近年に研究の進展がいちじる
しい戦時経済をあつかう。本章では，研究史の整理に加えて，「組織化」「合理化」に関
する原氏の問題関心が展開されており，それだけに学界展望におわらない読み応えがあ
るところである。「“自由地域”に対するドイツの経済支配メカニズムの要諦は，ヴィ
シー政権に対して一定の圧力を加えながらも，相対的に自立化した政権独自の経済組織
化を許し，成立したフランス経済組織に寄生するかたちで経済支配が行われたことにあ
る」（245頁）という指摘は，フランス戦時経済をめぐる枢要な論点を，見專に射抜いた
ものである。
　本章で注目されるのは「労働の組織化」のあつかいである。原氏によれば，「企業の
組織化」としての組織委員会の形成にくらべて，「労働の組織化」を図った杜会委員会
の設立は失敗におわった。「フランス戦時経済の歴史はまた，コルポラテイスム形成失
敗の歴史でもあった」（246頁）のである。ではなぜ当該期に「労働の組織化」は失敗し
たか目原氏は，その理由を，「1936年の人民戦線成立以降の労働攻勢の存在」（246頁）
に求めている。以上は十分に説得的な論理である。
　では，このように強力な攻勢を用意した主体はといえば，それは労働組合である。実
際，労働総同盟（C　G　T）などの労働組合は，戦間期にマルシャンドゥ法案の解釈をめ
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ぐって政府から譲歩を引き出したり（第1章）、あるいは国民経済審議会に参加して
政労使三者でアンタントをめぐる政策案を策定している（第5章）のである　。
ζれこそがコルポラティスムではないだろうか。原氏は，「戦時期においてさえ，コル
ポラティスムが成立しなかった」という点を強調して奉られるが，評者のみるところ，
占領当局主導のコルポラテイスム形成が挫折したのは，戦間期に，労働運動が主導する
コルポラティスムの経験があったからであるq戦間期の評価をめぐって，原氏の「筋」
にみられる揺れが，戦時の評価にも軌道修正を迫っている論点ではな牟ろうか。
　第7章「訪米生産性向上使節団一第二次大戦後のフランスの事例一」は，マー
シヤル・プラン援助の一環として，アメリカの経営管理技法を視察・導入するためにフ
ランスから派遺された使節団について，その編成の背景から，最終的な成果にいたるま
でを検討する。この使節団についても，内外の研究はいちじるし’く進展しており，それ
だけにあたらしい論点の提起は容易とはいえない。しかしながら著者は，同時代の証人
たるR．ドン氏（駐米フランス大使館付のアメリカエ場分析官）へ直接にインタビュー
をおこない，また訪米した企業から聴取Lた当時のアンケートを一次資料から発掘・分
析するなど，斬新な方法を打ち出している。本章では，生産性使節団のアメリカ観・生
産性認識，また使節団派遣の成果について，全体として肯定的な評価があたえられてい
る。
　本章で発掘・展開されている史実は，いずれもきわめて興味深いものであるが，本書
の「筋」とのかかわりについてみると，評者としてはもう少し展開していただきたい論
点もある。すなわち，生産性使節団がもたらした「合理化」は，戦後フランス経済の
「組織化」とどのような関係にあるのか，また戦後フランスの「組織化」と「合理化」
は，戦間期・戦時期のそれとはどのような関係にあるのか，といった論点である。
　第8章「フイナリ訪日調査団（且907年）　　その活動　報告書およぴ成果一一」は・
フランスの事業銀行パリバが日本の金融・財政調査を目的に派遣した調査団をあつかっ
ている。日仏金融関係史という，あたらしい領域を開拓された章であり，今後の展開が
期待される。
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　以上，本書を通読してまずうかがえるのは，著者・原氏の研究における「幅」のひろ
がりであり，方法のゆたかさである。評者は在外研究の折に，原氏と現地でご一緒した
際など，氏が倦むことなく文書館に日参され，また遠い地方にも精力的に資料調査に足
を運ばれる様子を拝見してきた。本書はこうした著者のご精進のひとつの重要な成果で
あろう。同時に指摘しておかねばならないのは，本書における「筋」のゆらぎである。
本書に学んだ後進としては，本書の到達点をふまえながら，なおかつ本書が提起してい
るフランス資本主義の歴史像を再構築することが課題となるだろう。
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